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佐々木聡
本稿では， 1954年末の百貨府特殊指定による人的側面の問題すなわち手伝員使用の問題につ
いての調査史料を吟味し特殊指定直後の主要百貸出の対応や服用状況.および規制側の公正取
引委員会や所管として関わる労働省の見解を概括することにしたい。これによって，同特殊指定
直後の取引状況について検討した別稲川とともに，今後のï~貸出の経営史的研究の進展の一助
としたい。
1 ，百貨庖特殊指定と手伝員問題
1954 (昭和29)年12月，独占禁止法の第2条第7項の規定を根拠として，百貨庖という特定
の事業分野における特定の不公正な取引方法について， r百貨商業における特定の不公正な取引
方法(百貨応特殊指定)J(昭和29年 12月21日公正取引委員会告示第7号)によって規制が加
えられることとなった。これによって百貨庖の納入業者に対する不公正な行為に歯止めがかけら
れることとなった。この規制の対象のひとつとしてあげられたのが，手伝貝使用の問題であった。
同告示の筋6項では， r百貨応業者が.自己の販売業務のために.納入業者にその従業員等を
派遣させて使用し.または自己が直接雇用する従業員等の人件目を納入業者に負担させること」
は不公正な取引方法のひとつとして指定された。ただし，その例外として， r納入業者の納入に
係る商品について，通常百貨!苫の従業員のもっていない販売に関する特殊な技術または能力を有
する従業只等を派遣させてその閥品の販売業務に従事させることが.当該納入業者の直接の利益
となる場合jがあげられたは)。この例外規定の「販売に附する特殊な技術または能力」については，
現1955ij~ 5月27日付で， 日本百貨!日デパートメントストア)協会から，公正取引委員会に対
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して，その妥当な範囲ないし基準を定めることが求められた。これに対して，公正取引委員会で
は，同年6月8日付の 30公経整第 103号で「その習熟に l年以上の期間を要するものという解
釈のもとに運用するjことを伝えた (3)。したがって， rたとえば中元の売出し等の繁忙期におい
て，本庖員をもって直ちに代替できる手伝庖員を使用すること」は， r販売に関する特殊な技術
または能力」に該当すると解釈できないとされた。多様な商品の販売業務の熟練度について一様
の標準を設定することにもとより無理はあるが，このやや暖昧な「特殊指定」の定義は.後述す
るように，提出された報告内容に多義性や便法を生じる要因の一端となる。
2.調査の対象と方法
さて，公正取引委員会では，同告示第6項に関する状況を調べるため，特殊指定の告示約半年
後の 1955年6月8日付で，同月 30日を締切とする報告書の提出を各百貨庖に求める通告1を発し
た。調査の内容は，特殊指定の告示前の 1954年6月と告示5ヶ月後の 1955年5月までの納入染
者とその平均納入商をはじめ，特殊指定の告示前の 1954年5月31日と告示5ヶ月後の 1955:il'. 
5月31日のそれぞれの時点での本府貝・臨時屈員・手伝店員の売場別配置数， 1955年5月31
日時点で使用する手伝庖貝に関わる商品と作業内容と従事人数および習熟期間，手伝!15 貝の~W
の実績と計画であった。この他に.参考事項として， 1954年5月と翌 1955年5月の売場別のJ
間売上額と中元売山の人事対策などの報告も求めている(~)。
上記の手伝応民の整理が及ぼす影響!1については，この公正取引委員会の調査とは別に，労働省
の雇用安定課で， 1955年4月に東京都の主要 12庖と，納入問屋 25庖を対象に調査を実施して
いる (5)。これについては，後に手伝!古員の扇i用問題との関連でふれることにしたい。
3.従業員構成と手伝員作業の調査結果
① 地区別・盾別従業員構成
公正取引委員会によってまとめられた調査報告書では，まず地区別の主要百貨庖の従業貝構成
の調査結果について検討している。それによると，表-1に示されるように，手伝庖貝の構成比
率が高いのは， 1954年5月と 1955年5月のいずれにおいても，東京・横浜 (19%，12%)，名
古屋 (14%，10%)，京阪神(14%，10%)である。そのうえで， r特に東京，名古屋，大阪の三
大都市所在の百貨庖が他の都市の百貨j苫より手伝府員の使用率が高くなって」おり， r手伝府民
問題は主にこの三大都市に所在する百貨庖に集中されてくる」としている (6)。
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報告白:では指摘していないが，地方百貨応で手伝員使用率が低い要因として，別稿 (7)での検
討でも確認された2つの点が考えられよう。ひとつは，手伝唐員の派遣側すなわち納入業者など
の拠点が地方に少ないことである。いまひとつは，そうした地理的要因と密接不可分なことであ
るが，地方百貨胞の納入業者に対・する地位が，大都市の百貨庖ほど優越していないことであろう。
これらの点は，地方百貨!苫で遠距離からの納入に見はからい品などが混入されるため買取仕入が
多くその返品率が向いにもかかわらず¥不当返品の可能性が都市部百貨庖ほど高くなかったこと
と無縁ではなかろう。
ところで，三大都市でそれぞれの地区の平均値より手伝庖員の比率が高かったのは，表-2に
示される通りである。 3つの地区のなかでも，京阪神地区の平均値が高いが，そのなかでも，十
合大阪脂，向島屋京都脂，大丸京都府などは 1954年5月時点で30%を超える比率であった。同
時期の京浜地区は，平均で 19%であり，そのなかでは.松坂屋銀座庖，高島屋，松屋本庖など
が25%以上と高めであった。中京地区は，同時点の平均が 14%と低く，松坂屋の 20%が最も高
い他であった。いずれの地区でも.同表に示されるように， 1年後の 1955年5月の時点，すな
わち百貨庖特殊指定の後の時期には.平均値も各百貨庖の比率も低下している。地区別で2つの
時点の聞きが最も大きいのは京阪神地区であるが目個別にみると 2つの時点での聞きが 10%以
上あるのは，高島屋京都j苫 (36%→ 14%)，高島屋(東京) (27%→ 12%)，大丸京都庖 (34%→
21 %)，松坂屋銀座庖 (28%→ 17%)，十合大阪府 (39%→ 29%)などとなっている。こうした
変化は，規制への危機感の認識の大きさと対応の早さを反映しているとみてよいであろう。
② 手伝届員の作業内容
このように，特殊指定後，多くの百貨庖では手伝庖貝の使用を減じるようになったが，百貨庖
が「その習熟に l年以上の期間を要する」とした作業内容と.それぞれの作業で依然として手伝
員を使用している百貨庖の数は.表-3に示す通りである。
これをみると，紳士・婦人服の補整，修理，刺繍ネーム入やイージーオーダーとオーダーの採
寸，仮縫のほか，化粧品の美容相談や使用説明で「その習熟に l年以上の期間を要する」として
手伝府民を配置している百貨脂が多いことがわかる。これらの作業については，後述するような
納入業者の利益圧迫の懸念があるにしても，おおむねその習熟にある程度の期間を要する特殊技
能とみてよいであろう。
表-1 地区別の主要百貨庖の従業員構成(%)
1954年5月31日 1955年5月31日
本山貝 臨時庖員 売上仕入w.
手伝底員
本庖員 臨時応R 売 l仕入員 手伝!占員
常勤 臨時 常勤 臨時
東尽・横浜 03}g平均) 63 l 17 11 8 65 3 20 9 3 
名古屋 (3応平均) 62 。 24 13 l 64 。 26 10 。
京阪神 051占平均) 62 。 24 13 64 。 26 10 。
北海道 (8庖平均) 82 。 8 。 。 90 2 8 。 。
東北 (7広平均) 96 。 3 。 95 4 。 。
関東(京浜除く) (6(.1;‘F均) 97 。 3 。 。 95 1 4 。 。
静岡 (61h平均) 85 。 14 1 。 83 4 13 。 。
北陸 (61お平均) 82 5 12 l 。 83 4 13 。 。
山陽・四国平均 (71占平均) 78 2 15 5 。 77 2 16 5 。
九州 (21"占平均) 78 12 7 2 。 78 13 7 2 。
(出典)公正取引委員会事務局経済部調整課[百貨Jr!i業における特殊指定告示後の手伝員庖員使用に関する調査J0955年11月)。
(原資料注)この表には. 1954年6月以降に開業した百貨底は含まれていない。また三越百貨底は，本・支防いずれも 1954年5月の手伝庖対数が不明のため.除かれている。
表-2 庖別手伝庖員使用率(地区別平均値より高い唐のみ) (%) 
王子、浜地区 名古屋地区 尽阪神地区
底名
1954年 1955年
庖名
1954年 1955年
庖名
1954年 1955年
平均 19% 平均 12% 平均 14% 平均 10% 平均25% 平均 16%
東横本広 20 17 松坂屋 20 17 十合(大阪庖) 39 29 
松屋本庖 25 16 丸栄 16 11 十合(難波庖) 25 20 
白木屋 21 17 名鉄 未開広 14 十合(神戸庖) 21 20 
高島屋 27 12 オリエンタル中村 11 大丸(大阪底) 31 23 
松坂屋(上野庖) 22 13 大丸(神戸j占) 29 25 
松坂屋(銀E主席) 28 17 大丸(京都応) 34 21 
伊勢丹 21 15 高島屋(京都庖) 36 14 
野沢屋 23 18 阪神 27 23 
西武 15 
三越(新街!占) 12 
三越(銀座応) 16 
大丸 未開庖 24 
(出典)表一 1に同じ。
(原資料i主)手伝l占貝使用率は.常勤と非常勤を合計した数値である。
(i主) は不明を意味するつ
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4.報告内容に含まれる諸問題の指摘
ところで.公正取引委員会では.去一 3に示される技能習熟期間の認識について各百貨庖で相
逃があることや. ~;\;殊技能に|射する?r，IÆf!:j' にさまざまな問題が含まれていることを指摘している。
まず百貨mごとの認識の相違については. I~I J却l!?員の教育方針・資質・勤務年限の長短を基礎
として特殊技能習熟期間を算出するか，あるいは現在使用している手伝庖員個人の技能程度を参
考にt):IUしたためとみている(制。すなわち，相対的観点が欠如しているというのである。しかし
これについては.報告書提出に|祭して公正取引委員会から百貸出に対して，厳密な習熟期間算定
の基準が示されていなかったので.-io:i1t応1J1Jが立めを負うべき問題ではなく，いわば，調査主体
の不1i!liによって生じた問題であった。
① 特殊技能の習熟期間に関する諸問題
公正取引委員会では，特殊技能の習熟期IJに|刻して報告された内容それ自体から，いくつか導
き出された問題を指摘している。これらは，上述の各百貨j古の認識の述いに左右されるものも含
まれているといえる。以下の5点である(日)。
第lは，その商品の販売に際して，そもそも特殊技能を必要と認めがたいものである。これは，
表ー 3の食料 1171の菓子類(カステラ，ょうかん)やパン(食パン)の販売で，白木屋の報告にみ
られた。また同じ食料品の封り売り食)f:JyrJIの計fit器の操作も同様であるとされ， これは伊勢丹な
どの報告にみられたという。さらに，同去の衣料品のなかには細分化されて明記されていないが，
衣料品の純略に入る靴下やメリヤス肌着の販売なども特殊技能は不要であるとされ，大丸東京庖
の報告にみられたという。県子制や食パンや靴下および肌着の販売については，公正取引委員会
の指摘の通りだと思われる。しかし， j-il)ï~~:器の操作は，その作業内容によっては，専門的な知識・
技能を裂する場合もあって一概に特殊技能の必要性が否定されるべきものではないと思われる。
第2は，修理や加工などの作業それ自体には特殊技能の必要が認められるが，その作業を実施
する作:来-者を百貨庖の売坊に置く必要が認めがたいとしているものである。その例として.表-
3の家庭朋品のなかに示される冷蔵庫なとeの{.':Si，:lj商品の修理をはじめ-I:i貨1では修理を行わない
rfHiJ'1であり，これは多くの百貨応の報告にみられたという。確かに，これは，公正取引委員会の
指摘する通りで.百貨府側による手伝府民使用の便法とみてよいであろう。
第3は，同一百1!fR:'fにおいて同一作業の技能の制熟期IJが典なるものである。これについては，
大丸東京山の報告で，表-3の衣料 1-11の靴下の版光について習熟JUJIIJがl年以上と 1年以下に分
けられていたという。また，類似のことであろうが，同一11]1堅から派遣されている手伝庖員数名
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衰-3 作業内容別手伝庖員配置数
商品 作業内容 』孔iJl; J1l阪 名I+;}昼 ，1・10 )，5 71苫 41，1 211，1; 
衣料品 紳士・婦人IA 布¥i整.修理，刺繍ネー ム入 10 6 3 19 
イージーオーダー・オーダーのM~寸， 1反申書 10 6 3 19 
既製IAの販売 。 。
レインコート 採寸。中il盤修理 7 4 12 
服地の一部 販売 2 2 。 4 
既製呉服(主に高級品) 調政販売 7 。 l 8 
呉服(主にJli級l日) 染色，加工の受注 4 4 9 
呉服付属，w，(;m= ~S;) 販売，別挑受注 4 6 
毛布 f，y，f'l原料の説明 4 。 。 4 
ふとん綿 品質原料の説明 7 。 8 
寝具 見布，'[り，受注承り 5 4 2 1 
婦人コート 採寸.布¥i盤 4 l 6 
コールセット，ブラジャー 1*寸，祁i殺， 1仮完 6 6 13 
フ、ラウス 有¥i蚊販売 4 3 。 7 
セーター !仮光 3 。 。
ベビーJIl，'，，'， !坂うII~ 2 3 6 
風呂敷 名入れ受注 9 4 l 1 
Yシャツ.カッターシャツ 日Ij挑，採寸 8 5 3 16 
市if人I~llr 採寸，別:~t 7 5 2 11 
男子。II 採τJ'，日IJ~t 5 7 
フルファション制n' 補修，説明!仮光 3 3 2 日
タオル.ノ、ンカチーフ :?"入れ，判明j染挑 5 2 日
足袋 別挑，採寸， 1i日数 5 l 2 日
毛糸 説明販先 5 。 。 5 
~ilj't アクセサリ 新製品の!仮光 3 。 4 
ハンドバック.袋物 日1)挑， 1坂 51~，修理 4 2 l 7 
i'1:金属 鑑定，修理l，加工 3 。 o 3 
美術工J!~ I~:ll 鍛定，林|談 2 。 3 
万"I，f[¥ }仮光， 1萎理 6 2 9 
文i;J!. 特殊文iu(.の販売 2 。 。 2 
楽部 キf1il楽背任の測律，修理Il 5 。 6 
玩n. 中、j殊玩-.n，の販売 5 。 2 7 
制t i~t靴の採寸，修理 7 5 2 14 
版物 はな給取替 2 2 2 6 
胞 l阪光，修理 2 2 2 6 
fヒキ1:.1'， 丈:;作tl淡，使用説明 10 6 3 19 
市方t、S，日'" {灼IJ説l!f 4 。 。 4 
手主J1J.'，'， 2 4 
手術機 2 2 5 
医療JIH- 2 。 。 2 
~~lL会~ìfì jf.a品 5 。 6 
ビニール製l 2 3 。 5 
1，¥;1 鑑定，修理 4 。 5 
jl![VJ川Jl. 手入れ， 1仮光 4 6 
写n機. ~lj:l'( l阪光，現像 l 。 。
クリーニング 1:1:分，修理{ 。 。 l 
家庭用品 )ふiJ瓜機 !仮光，修理I 3 。 4 3 氾気洗il機 説1J.1収光 2 。
ミキサー ;il.lYJ. 1仮光 3 5 
ラジオ，テレピ l仮?'~， 1疹理I 2 l l 4 
家具 (fJl， il) !仮光，布¥ij色別語t 8 4 2 14 
茶道具 流fM有線， 1仮う官 l l 。 2 
コンロ 説lyJ.販売 4 2 。 6 
陶磁器(向級，'，=，1，) l仮~j'~，受注 5 2 3 10 
ミシン 3 l 5 
冷蔵庫 2 l 4 
食料品 菓子類 販売 3 。 。 3 
ノfン 販売 。 。
茶 品質説明 。 2 
量り食用ifl 計五f器の操作 。 。 l 
(出典)表 1に同じ。
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が同一作:業に従事しているにもかかわらず，習熟期間がl年以上と l年以下とで異なっているこ
とがあり，松坂康上野山.の洋服の採寸作業の報告で、みられたという。これは，前述のように，習
熟期間の算定基準と観察対象が公正取引委員会から厳密に示されず，各百貨庖や納入業者の認識
と判断に委ねられたことにー|王lがあるといえよう。
第4は，同ーの百貨胞の本支出によって習熟知J聞が異なるものである。たとえば表-3の衣料
品のブラジャー，コールセットの採寸・販売では，高島屋の大阪j苫の習熟期聞が2年以上とされ
ているのに.同京都府では2年.同東京屈では3カ月と報告され，また大丸大阪庖では1年以上，
同京都府では l年以下，同布l'戸j苫では lカ月と報告されている。これについて，公正取引委員会
では， r当該庖の刷客!市，商品の種類，世により若干の差異が生じることはあり得るとしても，
庖民教育の徹底と.熟練した本応貝を本文応に分散配世する等の方法をとれば，特殊技能を有す
る手・伝!古員の使用を避けられるものと考えられるJ(10)としている。確かに，そうしたことによっ
て，実際の業務上の習熟WJI司の差異をiJiil(.じることはできょうが，そもそも対象や習熟期間につい
ての基準により厳密な標準が設定されてない限り，公正取引委員会などに求められた報告に対し
ては，百貨府側による便宜的な回答の余地をなお残すことになろう。
第5は，一部の特売商品について手伝府民が必要とは認めがたいものである。事例としてブラ
ジャーやコールセットの売場があげられている。「本売場においては採寸等の点から百貨庖本庖
員では，技術が未熟で、あり，納入業者の熟練した手伝!苫員を必要とするが，特売場では，特売会
の性格から熟練した手伝庖貝を派遣する必要がない」という納入業者による説明を引用している。
この特売商品の場合は，前述のような公正取引委員会の「繁忙期において，本庖員をもって直ち
に手伝府民を使用すること」になり，特殊技能とは認めがたいと思われる。とはいえ，実際にこ
の特売関係の噌員が本j苫員増加によるものか あるいは手伝庖員増加によるものかを検証するた
めには， この調査のように 1954iJ三と翌 1955年の5月の同月比較では的確とはいえない。たとえ
ば中元・蔵暮の繁忙期や季節聞の価格引き下げ時期など，繋闘の差，特売期間の有無などを考慮
した調査であれば，さらにこうした要因による差異が表れることになったであろう。この調査時
期の問題については，報告書の別の文脈でも指摘されていることであった(11)。
② 問屋採算とマネキン使用および売上仕入の問題
公正取引委員会では，以上のような手伝府民の習熟期間や必要性に関する諸問題とは別の問題
も指J向している(12)。
そのひとつは，必要があるとはいえ，百貨!苫が手伝自民を無制限に使用することで問屋の利益
を圧迫する可能性があるという指摘である。表-4は.東京の三越本庖 高島屋および白木屋の
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表-4 東京の3百貨店の洋服売場の手伝庖員の状況 (1955年5月末現在)
1，;名 手伝庖只を派遣 手伝mn数 l11J)ゑ当り月平均納入額(千円) 本庖員数 手作、1，¥iU!本1，;している|問屋数 (上段は抜高，下段はi止低) J.l数(%)
リJ 12 :(，
ifl" 40:(， 21.480 
手伝 10名
100 t， 三越本府 23 40 
女 281'， 232 手伝 l名
リJ 35 ~古 ，n'88 1'， 9，159 
手伝 4名 紳士服 113t， 
向山屋 48 焔人・一子供IJ日164 :i'， 32 火 531'， 157 手伝 l名
リj 21 :(， 534 手イ云 10 t， 
白木屋 20 itl' 57:(， 27名 211 
久ー 36?'， 28 手伝 1名
(出典)表ー lにli;jじ。
それぞれ洋Jli売助手伝府民の状況を示したものである。三越本府は不明であるが，向島民と l'j 
木屋の手伝!iT貝比率は， 1 }Iljの光場合体でみても，表-2に示されるように， 1954 :'1.で27%と
21 %，翌1955年でも 12%と17%とi%iJ、った。この洋服売場だけでみると，その比本はさらに1iく，
高島屋が32%でjej木屋は本山nの21¥:以上の 211%であった。また三越本間の 40%も.おそら
く売場全体の平均を上回るlむがであったとみられよう。このなかで， 1問屋当り月平:U:J納入制を
みると，三J也本}1iが214万8T円Ijl.'lj)斗屈が229万円， 1主l木屋は 53万4千円となる。このうち
白木屈のようなケースでは， /.j;:mnよりも手伝応員の人数が多く，かつ納入額が低いので， IllJ!i{ 
の利主主にならないというのである。
いまひとつは，この特殊指定による手伝員制11;IJへの対応として，マネキンなと苧のJ~:伝府民によっ
て代杯しようという助きであったo 'Ji1'iiI1HI聞からの報告のなかにも「習熟期I.¥J1 年以上の特努~技
能」として「マネキンの宣伝.説明!以光」という内容が相当あったという。問屋側でも，こうし
た百貨庖の動きに対応して， 1~lt:l:の }11im をマネキン倶楽部に登録したり，同クラブの斡旋を椛ず
にマネキン!古日を従米の手伝mwに代えて派遣するようになった。ある問屋の報告では， r批近，
一部の百貨!苫は，当jf;の手伝、mHの仙川を断わり，日給の高いマネキンの派泣を嬰請する。マネ
キンの経町は当}i1の負担であり， しかもこのマネキンに支払う経費 10 日分は，当 }i5の mL~ (手
伝庖員として派泊していた者)のがnカ月分の給与に相当するものである」とされている (3)。
これに対して，百貨jAI側の報告で、は.売坊のメーカ一品の宣伝・販売については納入業者が負担
し，百貨脂製品や百貨府の宜伝については百wmで、負担した (0)が， rl]).せから派逃されてきた
マネキンが，どの倶楽部に所属しているか，または11]屋従業員であるかはわからない」場合もあっ
たという (5)。いずれにせよ，当 II;\:'I~Î貸出の宣伝貨を IIJ1屋に負担させることは百貨}iri1t~訴さ上も
問題となっており，マネキン使用はJ'Î貨jAi側の手伝!苫員規制への即応措置とみられるが，それ I~I
体がすでに規制対象となるような問地をはらんでいたといえる。
他方で，通常，百貨庖側でその販売に際して特殊な技能を有すると回答することが少ないもの
であるが，逆に公正取引委員会が特殊技能として認めるものについても指摘されている。それは，
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公一 3の雑貨のなかに示されている「賞金属」や「美術工芸品」などである。同表をみても.1貴
金以」が京浜で特殊技能を裂する手伝応民を配i世しているのは3屈であり，京阪地区と名古屋地
区では配iW百はなかった。「美術工芸品」も京浜地区で2庖，名古屋地区で1屈であり，京阪地
区では配i世間はなかった。このように.これらの商品の販売については，特殊技能を有する手伝
応mnの報告が少なかった。これは，これらの商品のほとんどが売上仕入によるためであると，
公正取引委員会ではみている。この売上仕入の場合.前述の百貨庖特殊指定の第6項の適用を受
けないので，実際に手伝!古員を使用しているかどうかにかかわらず，報告の必要なしと考えて報
i!?しなかったものもあったと推定される。もっとも，百貨庖のなかには，あまりの高額商品のた
めに，尚lul特別!上から特殊な知識・技能をもった者を正規の従業員として採用しているところも
あったという。
③ 勤務年数と特殊技能習熟期間
他方，公正取引委員会では，百貨!百の本j百民の勤務年数に注目しながら，手伝庖員の使用が認
容される「特秘技能の習熟期間 l年以上の作業内容」の百質問による算定に疑問を提示してい
る (6)。
表-5に示されるように，東京の 10百貨j古の従業員の平均助統年数は 5.2年で，男子は7.8年，
女子は 3.2年となっている。当 II~':一般に百貸出従業員の男女比率は 4 : 6であり，売場の従業員
ではそれが3:7とされていたといっ。したがって 一般に光場本庖員の7割を占める女子の平
均勤続年数が，この表で示される百貨自でみる限り， 3年余りという短さになっていることにな
る。つまり，全体的に従業貝の経験年数が短いために， I習熟期IM11年以上」を要する作業の範
聞が広くなると同時に，未熟本Jis貝の比率が多くなり，手伝貝のネil充を要する必要性を百貨庖側
が自ら認知し， ["特種技能の習熟JUJ11 1年以上の作業内容」の認定基準に甘さが出ている可能性
を公正取引委員会では指摘しているのである。しかしこれについては前述の公正取引委員会に
よる「習熟JUj1¥j 1年」というやや1泊旅な基準設定そのものが認定の拡大解釈を増1I日する要因となっ
ているとみてよい。
その一方で，百貨庖側の売場面積の拡充という別の事前が人民1m旭にも影響を及ぼしていた。
表-5の10百貨庖を個別にみると，東梢，大丸，西武などの勤続年数が他府と比べて短い。こ
れらの応では，この調査の2-3年前から売場田和の鳩築・新築を行っており，これにともない
新規自民を大iit に採用した。たとえば，大丸東京Jî~1 は， 1954年10月の開庖時点で 1，449名の従
業只であったが，そのうち 20%にあたる 299名は大丸の京阪神の山からの転勤者であった。西
武百質問でも， 1954年6月の第2JUJ完成に続き， 1955年 1月予定の第3期完成に向けて庖舗の
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表-5 東京の 10百貨庖従業員の平均勤務年数(単位:年)
J~i名 男 女 全体
三越 10.0 4.0 7.0 
高島屋 10.0 3.9 6.3 
松坂屋上野庖 11.6 4.7 7目6
松坂屋銀座庖 10.7 3.1 6目7
白木屋 8.7 5.0 6.6 
来初{ 4.0 2.0 3.0 
伊勢丹 8.0 3.0 5.5 
大丸 6.0 0.8 2.0 
松屋 5.9 3.3 4.4 
西武 3.0 2.0 2.5 
lOJ百平均 7.8 3.2 5.2 
(出!J1!.)表一 lに同じ。
(i主)調査対象の従業nには売#)Ir.5Jl以外も含む。
拡充が進められており，急速な庖員増加が進行しており，本庖員だけでは顧客の求める商品主Ilila
に対応できない状況にあった。また. I男女比率が1.5: 8.5Jで男子従業員数が少なく. しかも
経験年数の低い男子庖員が「指導的立場に立たされ」て「広い範囲の商品知識を強要される」ので，
「個々の商品に対する専門的知識が吸収出来ず，然も商品知識の全く無い女庖員の上に立たされ.
自己の商品知識の充実は勿論部下の女府民の教育も十分出来なかったJため.I専門的なH川11知
識は手伝庖員に依存せざるを得なかった」という(7)。こうした状況のなかで，大丸東京!古や|羽
武百貨庖では.I特殊技能」の認定を緩和する旨を公正取引委員会に求めたが，これに対して問
委員会では，新採用の販売技術の未熟は在来!古貝によってカバーされ得る点もあるので¥そうし
た申出はそのまま認めることはできないとの見解を示しただけであった。
5.特殊指定1年後の手伝眉員の状況
① 手伝届員数の減少
表-6は，主要百貨庖の 1954年12月の特殊指定から一年間の従業員数と手伝庖員数を比較し
たものである。これをみると 特殊指定から一年後の予定値ではあるが京浜地区では確認可能
な14庖の平均で従来の 34%まで，名古屋地区では同様に3屈の平均で 29.4%まで，京阪神地区
では同様に 12庖の平均で 19.1%まで それぞれ手伝庖員数を減じることになった。全地区の平
均でみると.26.8までの減少である。閉じ予定値であるが，一庖舗当り(不明庖も含めて)の平
均手伝庖員数を算出すると，京浜地区では67名，名古屋地区と京阪神地区では 53名となる。各
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員数に対する割合
(a2l/(C -El 
1前年同月の庖員に本庖員に対する||対する手伝庖員に手伝庖員の割合|| 対する割合(E/Al (E/Cl 
1955年12月残存手伝底員数(子定者)
表-6
庖名地区
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地域での本庖従業員に対する手伝庖員の比率は，京浜地区で8.5%，名古屋地区で 10.5%，京阪
神地区で9.1%となっている。
これをみると，百貨庖特殊指定第 6項による手伝庖員に使用の規制に即応して，各ï~ï貸出で、は，
おおむね手伝庖員の使用数を削減する措置を講じた。しかしながら，なかには東京のj2!:ift~百 1~Jlli
のように，前述のような事情で，逆に手伝庖員の比率が73.5%も増えている事例もあった。なお，
同庖では，本屈従業員数に対する手伝庖員数の比率も， 21.9%と他屈に比べて高くなっている。
② 補充措置
手伝庖員を削減した要員不足を補うために，各百貨屈では，これまで、の慣行を破って， 11途
採用を実施した (8)。表-6に示されるように，東京の7つの百貸出では，特殊指定約半年後の
1955年6月から同年 12月までの予定数で615名を探用することとなった。最多は，手伝J1i只数
が前年度の 21%にも減った高島屋で， lfiJ年9月まで58名を採用し さらに同年 12月まで 143
名を採用することとした。同じ比率で手伝庖員の削減となった松坂屋上野庖で、は同年 10月まで
に130名を採J:Ij， 27.2%、減となった大丸東京間でも同年同月までに 120~r を採用した。
西武百貨府を|徐く中途採用者の手伝府民減少分に対する補充率をみると，表-6に示されるよ
うに，高島屋の63.6%が最も高く，次いで松坂屋上野届の 54.9%，第3位が松屋本応の 33.9%と
なっている。
なお，最も手伝Jr日民の減少率が著しい三越の本庖や文庖，減少率が最も低い白木屋および減少
率が白木屋に統いて低い東横などでは，1:I:r;途採用がなかった。白木犀や東横は一肯首できるが，三
越本庖の場合， 手伝J~I員の減少率は著しいものの本屈従業員に対する手伝!苫員の割合がそもそも
低かったので，既存の本応従業員代替が可能と判断された可能性もあろう。
③ 雇用と管理
これまでみてきた公正取引委員会のfiJ町長とは別に，労働省のJN月1安定課で=も，百貨庖1WJと納入
業者である問屋側の双方に対して，手伝m員の問題についての制査を実施している。百貨庖の調
査対象は東京の主要百貨届 12庖であり，問屋のそれは25応であった (9)。
まず百貨庖に対する調査結果をみると，手伝!古員の雇用関係は問屋と結ばれていて常用が大部
分であるが，臨時および季節的なアルバイトもあった。手伝府民の採用に際しては，問屋が選考
して採用するが，百貨庖側の意向をi及んで、いるという。手伝府員の給与は直接問屋側が支払うが，
百貨庖の従業員に比べて約 20%程度低い水準であったという。勤続年限は，短期間の者は l~
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2カn.l;:JVJIIJの者は 1~5;'1::で平均で 2 年くらいであった。派遣の基準については，商品の納
入制と派泣n数との|日1 に IljJ硲な山係はないが，百貨J~f1J!1Jが希望を申し入れる場合もあったという。
手伝}，linの配1;{:は. 1日J示1¥IJが行い，先場での指1m.訓練は百貨店側で、行っており，業務範囲は当
該1/1]原の納品光坊で、の販売が原則で、あったが.他の売場に応援に行くこともあったという。
この手伝応只の採JFと管理Ilについては.これまでみてきた公正取引委員会側の百貨庖に対する
調査によると，次の通りである。まず採用については，手伝応員派遣を希望する納入業者から，
その!日j屋の納入に|刻わる前:jl日のi3'1i'自の販売あるいは仕入の担当者に対して，手伝員派遣申請が
なされる。その後，その係から所属課長. 'i"l長の}I目を経て，各段階ごとに申請のあった手伝庖員
の続出.技能.派ilJ羽IJなどを検討し，所属部長のもとで決定がなされ，さらに庖長または人事
ms. i深長に伝述し，そこで‘採百の1占終決定がなされるという。また採用が決まり登録された手伝
自民が配制される売#}jでは.着用するユニフォームやパッチをその人数分だけ主任などが管理し，
設録以外のTイ云自民を使HJすることができないようにされていたという。
いずれの回答にしても，問屋の意向を尊m:するとともに.手伝町民の必要性および管理の厳密
さを主張した回答になっており，百貨};~f1flJが自らの報告内容の妥当性を訴えていることがうかが
われる。
今聞の特殊指定にともなう1Uc'WI:ゃj;医科については，百貨j百側では特殊指定第6項の但書き部分，
すなわちjiJ述の例外規定で、ある「特殊技能」の具体的内容が定められるまで態度の決定は保留し
ていたが，新規の手伝員の採用はいちおう差し控えているとの回答であった。ただしこの時点
では.手伝!苫此を直接)副IJに!阪JlJするな向はなく，その不足分は学卒者やパートタイマーで補充
するとの泣向が示されている。このiUM査は，先にみた公正取引委員会による特殊技能の基準が示
される 1955年6月より 2カ月 IIiの捌査で、あったが，そうした百貨府側の人事補充の意向は，前
述のrl途採用の実施に結び、付いてゆくこととなる。
ブーj¥納入業者であるIjJ屋側に対しては，まず健康保険，失業保険および労働者災害補償保険
などの適用状況について調べている。健康保険は25庖中24}古 失業保険は同じく 23庖とおお
むね加入しているが，労働者-災害ネjHf:i.'t保険法への加入はわずか4J古で・あるという結果であった。
この労災加入の少なさは，経営者および業界が危険度の低い業務と認識していたことによると推
定される。ただ.これら3つの保険のいずれも常用山口はほとんど加入しているが，臨時庖員は
枠外であるというのが多かった。
また. 1問屋から派遣される百貸出数をみると，表-7に示されるように. 12庖の問屋が7庖
以 I~.の百質問に派遣しており. 1 mのみのi反対1数はわからないが，ほとんどの問屋が複数の百貨
山に派遣していると思われる。 l百貨}Il:rあたりの派遣人民数は.1 ~2 名程度という回答が多く，
なかには 3~4 名ずつ派遣している IIUÆ{ もあったという。
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表ー7 手伝庖員に関する問屋への調査 (1955年4月)
派遣先百wm数 |悶尽数 指定にともなう措慣・ l形制 問屋数
10脂以上 4引き取って引き統きJjiU日する 11 
7-9庖 8一部解躍し残部を引き取る 9 
4-6庖 6全部解雇する 4 
1-3庖 7不明
A十 25 計 25 
(出典)前掲『百貨J.'g業における特殊指定告示後の手伝庖貝使用に関する ;a，~査J37-40H所JIXi百
w庖の使JfJする手伝庖nについての調査概要J(労働省雇用安定諜.1955年4月7日)。
今回の特殊指定にともなう 1[j屋1ltJのf#l'置や影響については，同じ表一 7に示されるように， 4 
庖がのみが全部解雇を|回答しているが 多くは全部あるい一部を除く継続雇用の意思を表明して
いる。ただ，全部解雇あるいは一部解雇に相当するほとんどは， 1臨時あるいはアルバイトの従業:
員であり，かつ年少の無技能女子従業員であろうと労働省側は推定している。彼らの多くが.常
用の従業員と異なり.上述の失業保険の受給資格がない場合が多いことが問題点として指摘され
ている。
おわりに
最後に小稿で確認されたことを整理しておくことにしたい。
まず， 1950年代半ばの百貨応特殊指定の一環としての手伝庖員の使則規制に対して，百1'iJ立;
側では，その使用率の高い都市部百貨出を中心に使用を削減していち早く対応したことが，公正
取引委員会の調査報告によって椛認された。手伝市員の採用と派遣は納入業者が主体となること
が多かったが，百貨!苫の意向も期的され，配置される光場での管理はおおむね百貨屈の担当者が
担っていた。そうした手伝山貝の削減に|祭しては，労働省の調査によって，とくに納入業者のIJ
屋と臨時雇用の関係にあった手伝自貝の場合，他政保険や失業保険などで守られていな而が懸念
された。また手伝庖員の減少分は，マネキンの使月jや本庖員の学卒中途採用などによって百貨応
側が補った面も，公正取引委員会の調査報告で確認された。全体的に手伝府民が減少傾向にある
なかで，百貨庖側の拡充という事情で，人員の増加が必要とされていたー聞があったことにも注
意しておきたい。
次に，手伝庖員の雇用が認められる「特殊技能」については.公正取引委員会から判断基準が
示されたものの，その解釈は各百貨庖によって多様なものとなった。このため，所管官庁たる公
正取引委員会は，百貨屈の報告に対して疑義を示すこととなった。疑義の内容は，手伝庖員の不
必要性を示す商品売場が多かったが，その一方で，賃金属・美術工芸品のように必要性を示す商
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171もあった。ただしこれらについては，売上仕入のために，百貨庖側が手伝使用の例外規定に
よって当然使用可能として，報告していない可能性もあったのである。
このように，百貨庖特殊指定による手伝庖員使用規制は，百貨庖の即応がみられたものの，使
川の liJ~fの基準や判断をめぐって当初から大きな認識のずれをともなっていたのである。
!日J
(()佐々 木聡 11950年代半ばの日本のï~fW応取引のー断面J (明治大学経営学研究所「経営論集』第58巻 第2号，
2011 "1'.3 )J)。
は)ここでのri1'tJ.l!特殊規定に|刻する記述は， r'I'¥報』第8392号 (1954年12月21日)所収「告示J(公正取引委
n会i!?示第7な)による。
{川公正取引委n会引務局経i汚出1湖幣諜f百貨!汚染における特殊指定告示後の手伝応員使用に関する調査J(1955年)
25 W。
(;) lii1lL 27 -30 1。
(日)同性， 2Hi， 37 -40 W。
((i)阿川 2-31'i。
(7) liiH&l 11950 年代半ばのn本のlejWI，I!取引のーIflfifliJ。
(引 Ijíj掲「百貨応策における特殊指定{t.7j~後のf:伝1，!i rt1史川に|刻する調査J 8頁。
円)ここでの切熟知JI1I算定に|則する1組については，同il:，8 -10:Wによる。
'10) l，i1:iIL 10 氏。
(11)同1!L 1:Wo 
m) ここでの 11111:ぷ採 t7 とマネキン使mおよび、う'~.J:{:I:入に附する IlIJ足立については，特に断りのない限り，同書， 10-
12到による。
1:) liH1l:， 12 n。
1;)三越と松坂民 ()juX)の!]f.例 (l，il1l'，31 ).;[) 0 
il:l)凶武のiFsitl(l，iH'l， 31 -32 ):[) 0 
(Hilここでの行1'tJ，liの勤務年数と特殊技能に|刻する叙述は，午、?に|祈りのない限り，同書13-15頁による。
<l7J同ilL33-34n。
1M)ここでのU1tl，liの"'.1途採川に|則する叙述は， ~\\，に|析りのない IUi り. 1市町17-18頁によるo
1り)ここでの手伝I，¥;'nのMJIJとれ:型I!に|則する叙述は，村山断りのない限り.1白HIF.21 -23頁および37-40頁による。
なお， 'l~jWI，liの iUt.Jjf.対象は.コil!lì;;ド九月，三越~J!mu，!i.三越新f首脳，松坂屋上野席，松坂屋銀座庖，白木屋本庖，
~'lj ):b底本m. 点ー検渋谷!苫.AHVi池袋JiIf. fí~H{銀wm. 松原浅中:m ， jlg武，大丸。阪急，丸善の予定であったが，
阪急と九諮は手伝山貝を使JT1 しておらず.またi交l~'it公展は調査をt[I'i!，'したので.実際の調査対象が 12 庖になっ
たという。また 11日屋の 251占を主~:~扱い品別にみると. i!(，J:I'13府， ~'fHt 12庖.衣Jf19庖，食品 11苫であった(岡
山， 37以)。
[付記]
本研究をjifiめるに際して，弘前大学凶世fi[i， jf:i館il・rl'*121W釘!.ijl、linliv:凶i'F館および凶立I1iI会凶書館所蔵の
文献・!と本|を使川させていただいた。記して|則係者に!必i測の:むを表したい。
本研究は， 2009 -2010 年度明治大学社会科学研究所研究資・例人研究(3純)11940 年代後半-1960年代日
本の卸光米・と小売業の経営尖態の経常史的研究」の成*の-rmである。
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The Problem of Dispatched Assistant 
Salespersons at Major Department 
Stores in Mid・50s]apan 
Satoshi SASAKI 
This paper examines the report entitled "An Investigative Report on the Employment of 
Dispatched Assistant Salespersons to Department Stores after Notification No.7， " issued by the 
FTC in November 1955 
The investigation came to the following conclusions: 
Firstly， many department stores determined the number of dispatched assistant salespersons 
to cope with the regulation against the dispatched assistant salespersons from suppliers， which 
was a rule under the 'Regulations on Unfair Business Transaction at the Department Stores.' 
Department stores filed up job vacancies by the irregular employment of college graduates 
as regular (ful-time) employees or by the by appointment of 'mannequins' (temporary sales 
women) as extraordinary employees. Commonly， suppliers filed vacancies with assistants 
and dispatched them to department stores taking the department stores' intentions into 
consideration and the department stores arranged and managed the dispatched assistant 
salespeople. 
Secondly， although the FTC gave a standard on 'special skils.' which allowed the stores 
to utilize the dispatched assistant salespeople， the department stores used a very broad 
interpretation of the standard. Therefore the problem of regulating assistant salespersons had 
a variety of interpretations from the beginning. 
